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中小企業等経営強化法による措置（金融支援・固定資産税軽減等） 
について（情報提供） 

 

今般、中小企業庁より、平成 28 年７月１日施行の中小企業等経営強化法によ

る措置（金融支援・固定資産税 3 年間半額軽減等）について、別添の通り、各

種資料が公表されました。 

中小企業者等（「－中小企業等経営強化法－ 経営力向上計画策定・活用の手

引き」3頁参照）は、国が事業分野ごとに経営力向上の方法等を示した「事業分

野別指針」に沿って、人材育成等により経営力を向上して実施する事業計画（「経

営力向上計画」）を策定して国の認定を受けた場合に、支援措置（金融支援・固

定資産税 3 年間半額軽減等）が受けることができます。また、支援機関（商工

会議所、商工会、金融機関、士業等の専門家等）は、国の認定を得て、中小企

業者等による経営力向上計画の作成・実施を支援することとされています。 

固定資産税軽減措置については、新たに取得した一定の要件を満たす「機械

及び装置」を対象設備としています。例えば、医療・介護分野の「機械及び装

置」に該当するものとして、業務用クリーニング設備、機械式駐車設備、給食

用設備、介護入浴装置などが適用の可能性があると考えられますが、範囲が極

めて限定されていますのでご留意ください（「－中小企業等経営強化法－ 経営

力向上計画策定・活用の手引き」10 頁参照）。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただくとともに、

貴会管下の医師会並びに関係医療機関等への周知につきご高配を賜りますよう

お願い申し上げます。 

なお、中小企業等経営強化法全般については、中小企業庁ＨＰの経営サポー

ト「経営強化法による支援」（ http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/ ） 

をご参照ください。 

 

 

 



[添付資料] ※カッコ内のＵＲＬは中小企業庁ＨＰのもの。 

 

○ 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の一部を改正する法律

【中小企業等経営強化法】の概要 

（ http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/160610kyoka1.pdf ） 

 

○ －中小企業等経営強化法－ 経営力向上計画策定・活用の手引き 

( http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/160701tebiki.pdf ) 

 

○ 医療分野に係る事業分野別指針

（ http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/shishinbunya05.pdf ） 

 

○ 介護分野に係る事業分野別指針 

（ http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/shishinbunya06.pdf ） 



１．背 景 

（１）事業分野の特性に応じた支援 

－国は、基本方針に基づき、事業分野ごとに経営力向上の方法等を示した「事業分野別指針」を策定。

個別の事業分野に知見のある者から意見を聴くなどして、中小企業・小規模事業者等の経営力向上

に係るベストプラクティスを事業分野別指針に反映させていく（ＰＤＣＡサイクルを確立）。 

（２）中小企業・小規模事業者等による経営力向上に係る取組の支援 

－中小企業・小規模事業者等は、事業分野別指針に沿って、顧客データの分析を通じた商品・サービス

の見直し、ＩＴを活用した財務管理の高度化、人材育成等により経営力を向上して実施する事業計画

（「経営力向上計画」）について、国の認定を得ることができる。認定事業者は、税制や金融支援等の

措置を受けることができる。 

－また、支援機関は、国の認定を得て、中小企業・小規模事業者等による経営力向上計画の作成・実

施を支援する。（現行では、商工会議所、商工会、金融機関、士業等が支援機関となっている。） 

「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の一部を改正する法律 
【中小企業等経営強化法】」の概要 

（１）人口減少・少子高齢化の進展や国際競争の激化、人手不足など、中小企業・小規模事業者・中堅

企業（以下「中小企業・小規模事業者等」という。）を取り巻く事業環境は厳しさを増しており、足下で

は生産性が低迷し人材確保や事業の持続的発展に懸念が存在。 

（２）こうした中で、中小企業・小規模事業者等が労働の供給制約等を克服し、海外展開等も含め、将来

の成長を果たすべく、生産性の向上（経営力向上）を図ることが必要である。 

【中小企業・小規模事業者等の経営強化のための総合的な支援体制の構築】 

中小企業・小規模事業者等 

経営力向上計画 
【第１３条～第１５条】 

マーケティング・財務管理の高度化、 
人材の育成、生産性を向上させる設

備投資 等 

事業所管大臣 

支援措置 
－固定資産税の軽減（３年間半額） 
－金融措置【第１６条～第２０条】 等 

・少子高齢化等の変化に対応する分野 
 （例： 小売、サービス等） 
・国際競争力の強化に資する分野 
 （例： 製造業等） 

認定 

事業分野別指針の策定【第１２条】 

※事業分野指針が策定されていない事業分野でも 
基本方針に基づいて申請可能とする 

認定経営革新等支援機関 
 （計画策定・実施を支援） 

【第２１条～第２５条】 

２．法律の概要 

３．措置事項の概要 

認定 

基本方針【第３条】 

経営力向上の事例 

サービス業における取組（例） 

売上、予約状況等の情報をタブレット
端末を用いて、各所の従業員にリアル
タイムで共有。細やかな接客や業務
の効率化による収益向上を実現。 

製造業における取組（例） 

自動化された工作機械を導入し 
つつ、従業員の多能工化を促進 
し、一人で管理できる工作機械を 
増やし、収益力の向上を実現。 
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